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14

株
式
等
の
譲
渡
の
対
価
の
受
領
者
の
告
知
制
度
に

つ
い
て
、
適
用
対
象
と
な
る
株
式
等
の
範
囲
か
ら
農

水
産
業
協
同
組
合
貯
金
保
険
法
に
規
定
す
る
農
林
債

を
除
外
す
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
三

四
四
条
の
二
関
係
）

15

交
付
金
銭
等
の
受
領
者
の
告
知
制
度
に
つ
い
て
、

適
用
対
象
と
な
る
金
銭
等
の
範
囲
に
、
法
人
の
新
投

資
口
予
約
者
が
そ
の
法
人
の
合
併
に
よ
り
そ
の
法
人

の
新
投
資
口
予
約
権
に
代
え
て
交
付
を
受
け
る
金
銭

を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
三
四

五
条
関
係
）

16

償
還
金
等
の
支
払
調
書
制
度
に
つ
い
て
、
次
の
措

置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
三

五
二
条
の
二
関
係
）

\

交
付
を
受
け
る
償
還
金
等
が
支
払
調
書
制
度
の

対
象
と
な
る
内
国
法
人
の
範
囲
に
マ
ン
シ
ョ
ン
敷

地
売
却
組
合
を
加
え
る
。

]

適
用
対
象
と
な
る
償
還
金
等
の
範
囲
に
、
利
子

が
支
払
わ
れ
る
公
社
債
で
そ
の
利
率
が
著
し
く
低

い
も
の
に
係
る
償
還
金
等
に
代
え
て
、
利
子
が
支

払
わ
れ
る
公
社
債
で
そ
の
発
行
価
額
の
額
面
金
額

に
対
す
る
割
合
が
一
定
の
割
合
以
下
で
あ
る
も
の

に
係
る
償
還
金
等
を
加
え
る
。

17

支
払
調
書
等
の
提
出
の
特
例
に
つ
い
て
、
所
轄
の

税
務
署
長
以
外
の
税
務
署
長
に
調
書
等
の
記
載
事
項

の
提
供
を
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
お
け
る
所
轄
の
税

務
署
長
へ
の
承
認
申
請
手
続
の
細
目
を
定
め
る
こ
と

と
し
た
。（
所
得
税
法
施
行
令
第
三
五
五
条
関
係
）

二

所
得
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
平
成

二
五
年
政
令
第
一
六
五
号
）
の
一
部
改
正
関
係

公
社
債
等
の
譲
渡
の
対
価
の
受
領
者
の
告
知
に
係
る

本
人
確
認
書
類
の
提
示
に
つ
い
て
、
公
社
債
等
の
譲
渡

の
対
価
の
支
払
者
が
、
平
成
二
七
年
一
二
月
三
一
日
以

前
に
本
人
確
認
書
類
の
提
示
を
受
け
て
当
該
譲
渡
の
対

価
の
受
領
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
そ
の
他
の
事

項
を
記
載
し
た
帳
簿
を
備
え
て
い
る
と
き
は
、
当
該
帳

簿
は
、
当
該
受
領
者
の
本
人
確
認
書
類
の
写
し
を
添
付

し
た
申
請
書
の
提
出
を
受
け
て
作
成
さ
れ
た
帳
簿
と
み

な
し
て
、
平
成
二
八
年
一
月
一
日
以
後
に
支
払
を
受
け

る
当
該
譲
渡
の
対
価
に
つ
い
て
は
、
本
人
確
認
書
類
の

提
示
を
要
し
な
い
こ
と
と
し
た
。

（
所
得
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
附
則
第

八
条
関
係
）

三

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
六
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

a

還
付
手
続
等

所
得
税
額
及
び
中
間
納
付
額
等
の
還
付
の
手
続
等

に
つ
い
て
定
め
る
。（
第
二
〇
二
条
〜
第
二
〇
六
条
関

係
）

２

内
国
法
人
の
外
国
税
額
控
除
に
つ
い
て
、
国
外
源
泉

所
得
の
範
囲
及
び
控
除
限
度
額
の
計
算
の
細
目
を
定
め

る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
四
一
条
の
二
〜
第
一
四
六
条
、

第
一
五
〇
条
、
第
一
五
五
条
の
二
七
〜
第
一
五
五
条
の

三
二
、
第
一
五
五
条
の
三
四
及
び
第
一
五
五
条
の
三
五

関
係
）

３

公
益
法
人
等
の
収
益
事
業
の
範
囲
に
つ
い
て
、
次
の

事
業
を
収
益
事
業
か
ら
除
外
す
る
措
置
を
廃
止
し
た
。

（
第
五
条
関
係
）

^

公
益
社
団
法
人
等
が
行
う
児
童
福
祉
施
設
の
児
童

の
給
食
用
の
輸
入
脱
脂
粉
乳
の
販
売
業

_

小
規
模
企
業
者
等
設
備
導
入
資
金
助
成
法
の
貸
与

機
関
が
設
備
貸
与
事
業
又
は
設
備
資
金
貸
付
事
業
と

し
て
行
う
物
品
販
売
業
、
金
銭
貸
付
業
及
び
物
品
貸

付
業

`

独
立
行
政
法
人
中
小
企
業
基
盤
整
備
機
構
が
工
業

再
配
置
等
業
務
及
び
産
炭
地
域
経
過
業
務
と
し
て
行

う
不
動
産
販
売
業
及
び
不
動
産
貸
付
業

a

食
品
流
通
構
造
改
善
促
進
機
構
が
食
品
流
通
構
造

改
善
促
進
法
の
認
定
構
造
改
善
事
業
と
し
て
行
う
不

動
産
販
売
業
及
び
不
動
産
貸
付
業

b

公
益
社
団
法
人
等
が
独
立
行
政
法
人
年
金
・
健
康

保
健
福
祉
施
設
整
理
機
構
の
委
託
を
受
け
て
行
う
年

金
福
祉
施
設
等
の
運
営
又
は
管
理
に
係
る
医
療
保
健

業

４

寄
附
金
の
損
金
不
算
入
に
対
す
る
特
例
制
度
の
対
象

と
な
る
公
益
の
増
進
に
著
し
く
寄
与
す
る
法
人
の
範
囲

に
、
博
物
館
、
美
術
館
、
植
物
園
、
動
物
園
又
は
水
族

館
の
設
置
及
び
管
理
の
業
務
を
主
た
る
目
的
と
す
る
地

方
独
立
行
政
法
人
並
び
に
幼
保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

の
設
置
を
主
た
る
目
的
と
す
る
学
校
法
人
を
加
え
る
こ

と
と
し
た
。（
第
七
七
条
関
係
）

５

そ
の
信
託
財
産
と
す
る
た
め
に
支
出
し
た
金
銭
が
寄

附
金
の
損
金
不
算
入
に
対
す
る
特
例
制
度
の
対
象
と
な

る
寄
附
金
に
該
当
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
認
定
特
定
公
益

信
託
に
つ
い
て
、
そ
の
認
定
の
対
象
に
幼
保
連
携
型
認

定
こ
ど
も
園
に
お
け
る
教
育
及
び
保
育
に
対
す
る
助
成

を
目
的
と
す
る
も
の
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七
七

条
の
四
関
係
）

６

留
保
金
額
の
計
算
上
控
除
す
る
道
府
県
民
税
及
び
市

町
村
民
税
の
額
の
計
算
に
つ
い
て
、
法
人
税
の
額
に
乗

ず
る
率
を
一
六
・
三
パ
ー
セ
ン
ト
（
改
正
前
二
〇
・
七

パ
ー
セ
ン
ト
）
と
す
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
三
九
条
の

一
〇
及
び
第
一
五
五
条
の
二
五
関
係
）

７

地
方
法
人
税
に
つ
い
て
、
法
人
税
と
同
様
に
、
利
益

積
立
金
額
に
増
加
又
は
減
少
の
対
象
と
な
る
金
額
の
計

算
に
お
い
て
、
損
金
の
額
に
算
入
さ
れ
な
い
地
方
法
人

税
の
額
を
減
算
す
る
こ
と
と
し
た
ほ
か
、
所
要
の
整
備

を
行
う
こ
と
と
し
た
。（
第
九
条
、
第
九
条
の
二
、
第
一

二
三
条
及
び
第
一
五
五
条
の
四
三
関
係
）

８

こ
の
政
令
は
、
一
部
の
規
定
を
除
き
、
平
成
二
六
年

四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

◇
法
人
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
三
八
号
）（
財
務
省
）

１

外
国
法
人
に
対
す
る
法
人
税

外
国
法
人
に
対
す
る
法
人
税
に
つ
い
て
、
次
の
と
お

り
定
め
る
こ
と
と
し
た
。

^

国
内
源
泉
所
得

国
内
に
あ
る
資
産
の
譲
渡
に
よ
り
生
ず
る
所
得
そ

の
他
の
国
内
源
泉
所
得
の
範
囲
の
細
目
を
定
め
る
。

（
第
一
七
六
条
〜
第
一
八
三
条
関
係
）

_

恒
久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計

算\

恒
久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の

計
算
上
益
金
の
額
又
は
損
金
の
額
に
算
入
す
べ
き

金
額
の
計
算
等
の
細
目
を
定
め
る
。（
第
一
八
四
条

関
係
）

]

外
国
保
険
会
社
の
恒
久
的
施
設
に
帰
せ
ら
れ
る

べ
き
投
資
資
産
の
額
の
計
算
等
の
細
目
に
つ
い
て

定
め
る
。（
第
一
八
七
条
関
係
）

^

外
国
法
人
の
恒
久
的
施
設
に
帰
せ
ら
れ
る
べ
き

資
本
の
額
の
計
算
方
法
及
び
恒
久
的
施
設
を
通
じ

て
行
う
事
業
に
係
る
負
債
の
利
子
の
額
の
う
ち
恒

久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算

上
損
金
の
額
に
算
入
し
な
い
金
額
の
計
算
等
の
細

目
に
つ
い
て
定
め
る
。（
第
一
八
八
条
関
係
）

_

外
国
銀
行
又
は
第
一
種
金
融
商
品
取
引
業
を
行

う
外
国
法
人
が
、
そ
の
有
す
る
資
本
に
相
当
す
る

も
の
に
係
る
負
債
に
つ
き
支
払
う
利
子
の
う
ち
恒

久
的
施
設
帰
属
所
得
に
係
る
所
得
の
金
額
の
計
算

上
損
金
の
額
に
算
入
す
る
金
額
の
計
算
等
の
細
目

に
つ
い
て
定
め
る
。（
第
一
八
九
条
関
係
）

`

恒
久
的
施
設
の
閉
鎖
に
伴
う
資
産
の
時
価
評
価

の
対
象
外
と
な
る
事
由
及
び
資
産
の
細
目
等
に
つ

い
て
定
め
る
。（
第
一
九
〇
条
関
係
）

`

外
国
法
人
に
係
る
外
国
税
額
控
除

外
国
法
人
の
外
国
税
額
控
除
に
つ
い
て
、
国
外
源

泉
所
得
の
範
囲
、
控
除
限
度
額
の
計
算
及
び
控
除
の

対
象
と
な
ら
な
い
外
国
法
人
税
の
額
等
の
細
目
に
つ

い
て
定
め
る
。（
第
一
九
三
条
〜
第
二
〇
一
条
関
係
）

◇
相
続
税
法
施
行
令
の
一
部
を
改
正
す
る
政
令
（
政
令
第

一
四
〇
号
）（
財
務
省
）

１

退
職
手
当
金
等
に
含
ま
れ
る
給
付
の
範
囲
に
、
国
家

公
務
員
共
済
組
合
法
、
地
方
公
務
員
等
共
済
組
合
法
及

び
私
立
学
校
教
職
員
共
済
法
に
規
定
す
る
遺
族
に
対
す

る
一
時
金
等
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第
一
条
の
三
関

係
）

２

相
続
税
が
課
さ
れ
な
い
公
益
事
業
を
行
う
者
の
範
囲

に
、
家
庭
的
保
育
事
業
、
小
規
模
保
育
事
業
若
し
く
は

事
業
所
内
保
育
事
業
又
は
認
定
こ
ど
も
園
を
設
置
し
、

運
営
す
る
事
業
を
行
う
者
を
加
え
る
こ
と
と
し
た
。（
第

二
条
関
係
）

◇
地
方
法
人
税
法
施
行
令（
政
令
第
一
三
九
号
）（
財
務
省
）

１

外
国
税
額
の
控
除
限
度
額
の
計
算
の
方
法
を
定
め
る

こ
と
と
し
た
。（
第
三
条
関
係
）

２

連
結
法
人
の
地
方
法
人
税
の
個
別
帰
属
額
の
計
算
の

細
目
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
四
条
関
係
）

３

中
間
納
付
額
の
還
付
の
手
続
及
び
還
付
す
べ
き
中
間

納
付
額
の
充
当
の
順
序
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
五

条
及
び
第
六
条
関
係
）

４

中
間
納
付
額
に
係
る
延
滞
税
の
還
付
金
額
及
び
還
付

加
算
金
の
計
算
の
方
法
を
定
め
る
こ
と
と
し
た
。（
第
七

条
及
び
第
九
条
関
係
）

５

仮
装
経
理
に
基
づ
く
過
大
申
告
の
場
合
の
更
正
に
伴

う
地
方
法
人
税
額
の
還
付
の
特
例
に
つ
い
て
、
還
付
の

特
例
の
対
象
と
な
る
金
額
等
の
細
目
を
定
め
る
こ
と
と

し
た
。（
第
一
〇
条
関
係
）

６

欠
損
金
の
繰
戻
し
に
よ
る
法
人
税
の
還
付
が
あ
っ
た

場
合
の
還
付
の
通
知
の
方
法
に
つ
い
て
定
め
る
ほ
か
、

所
要
の
規
定
を
設
け
る
こ
と
と
し
た
。（
第
二
条
及
び
第

八
条
関
係
）

７

こ
の
政
令
は
、
平
成
二
六
年
一
〇
月
一
日
か
ら
施
行

す
る
こ
と
と
し
た
。

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
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